
広報とよおか　2010.4.10 6

各
種
補
助
制
度
のお知
ら
せ

　

市
で
は
、
高
齢

者
等
の
農
作
物
栽

培
の
場
を
確
保
す

る
と
と
も
に
、
農

作
業
に
よ
り
健
康

を
増
進
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
、
畑
に
お
け
る
有

害
鳥
獣
防
除
柵（
金
網
柵
・
電
気

柵
・
網
・
ト
タ
ン
）の
設
置
に
対

し
、
補
助
し
ま
す
。

▽
対
象　

市
内
に
住
所
を
有
す
る

60
歳
以
上
の
方（
平
成
22
年
4

月
1
日
現
在
）

▽
補
助
要
件　

有
害
鳥
獣
に
よ
る

農
作
物
被
害
を
未
然
に
防
ぐ
た

め
の
防
除
柵
設
置
で
、
次
の
要

件
を
す
べ
て
満
た
す
こ
と（
1

世
帯
1
回
限
り
）

①
主
と
し
て
、
自
給
農
作
物
を
栽

培
す
る
所
有
の

畑
に
お
け
る
新

規
の
設
置
で
あ

る
こ
と

※
補
助
金
交
付
決

定
前
に
購
入
し
た
も
の
は
補
助

の
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

②
設
置
場
所
が
集
落
な
ど
の
実
施

し
た
大
規
模
な
防
除
柵
設
置
区

域
内
で
な
い
こ
と

③
本
事
業
以
外
の
補
助
金
を
受
け

て
い
な
い
こ
と

▽
補
助
金
額　

防
除
柵
設
置
に
係

る
資
材
費
の
2
分
の
1

▽
補
助
金
上
限
額

・
金
網
柵
⋮
7
万
5
千
円

・
電
気
柵
、
ネ
ッ
ト
、
ト
タ
ン
⋮

3
万
5
千
円

▽
補
助
枠　

平
成
22
年
度
全
体
で

1
7
5
万
円

※
応
募
者
多
数
の
場
合
は
抽
選

▽
申
込
方
法　

電
話
ま
た
は
は
が

き
で
、
住
所
、
氏
名
、
年
齢
、

電
話
番
号
、
希
望
場
所
を
連
絡

く
だ
さ
い
。

▽
申
込
期
限　

4
月
21
日（
水
）

《
申
込
み
・
問
合
せ
》
農
林
水
産

課
農
政
係
☎
23
－
1
1
2
7
ま

た
は
各
総
合
支
所
地
域
振
興
課

高
齢
者
等
農
作
業
生
き
が
い
対
策
事
業
の
補
助

︵
対
象　

60
歳
以
上
の
方
︶

　

市
で
は
、
一

般
家
庭
か
ら
排

出
さ
れ
る
生
ご

み
の
減
量
化
を

図
る
た
め
、
電

気
式
生
ご
み
処

理
機
の
購
入
費
を
次
の
と
お
り
補

助
し
ま
す
。

▽
対
象　

次
の
す
べ
て
に
該
当
す

る
方

①
市
内
に
住
所
を
有
し
、
居
住
し

て
い
る
方

②
自
己
の
責
任
で
処
理
機
を
設
置

し
、
適
切
に
管
理
で
き
る
方

③
生
ご
み
か
ら
で
き
た
た●

い●

肥●

を

自
家
処
理
で
き

る
方

④
過
去
5
年
間
に

電
気
式
生
ご
み

処
理
機
の
購
入

補
助
を
受
け
て
い
な
い
方

※
応
募
前
に
購
入
し
た
も
の
は
補

助
の
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

▽
補
助
金
額　

購
入
価
格（
消
費

税
を
除
く
）の
2
分
の
1

▽
補
助
金
上
限
額　

3
万
円

▽
補
助
枠
台
数　

平
成
22
年
度
全

体
で
80
台（
1
世
帯
1
台
限
り
）

※
応
募
者
多
数
の
場
合
は
抽
選

▽
申
込
方
法　

電
話
、
は
が
き
、

ま
た
は
フ
ァ
ッ
ク
ス
で
、住
所
、

氏
名
、
年
齢
、
電
話
番
号
を
連

絡
ま
た
は
記
入
の
上
、
生
活
環

境
課
環
境
衛
生
係
ま
た
は
各
総

合
支
所
市
民
福
祉
課
ま
で
申
し

込
み
く
だ
さ
い
。

▽
申
込
期
限　

5
月
14
日（
金
）必

着
《
問
合
せ
》
生
活
環
境
課
環
境
衛

生
係
☎
23
－
5
3
0
4
ま
た
は

各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課

　

コ
ウ
ノ
ト
リ
の
野
生
復
帰
に
ま

つ
わ
る
豊
岡
の
自
然
環
境
・
社
会

環
境
を
テ
ー
マ
に
、
卒
業
論
文
や

修
士
論
文
の
研
究
を
行
う
学
生
に

補
助
を
行
い
ま
す
。

▽
補
助
対
象

・
大
学
生
ま
た

は
大
学
院
生

（
グ
ル
ー
プ

も
可
能
）

・
平
成
23
年
2
月
28
日
ま
で
に
報

告
書
の
提
出
が
可
能
な
方

▽
研
究
テ
ー
マ

・
一
般
テ
ー
マ

・
限
定
テ
ー
マ︵
新
設
︶

　

①
湿
地
の
管
理
方
法

　

②
有
害
鳥
獣
対
策

　

③
環
境
創
造
型
農
業
の
課
題
と

　

展
望

▽
補
助
対
象
経
費

・
豊
岡
ま
で
の
交
通
費
お
よ
び
宿

泊
費
の
2
分
の
1

 

・ 

研
究
に
関
す
る
事
務
経
費
の
2

分
の
1（
上
限
あ
り
）

・
そ
の
他
、
市
長
が
認
め
た
も
の

▽
補
助
金
上
限
額　

・
個
人
⋮
1
件
当
た
り
10
万
円

（
限
定
テ
ー
マ
で
は
15
万
円
）

・
グ
ル
ー
プ
⋮
1
件
当
た
り
20
万

円（
限
定
テ
ー
マ
で
は
30
万
円
）

▽
審
査　

学
識
研
究
者
ら
に
よ
る

審
査
会
で
補
助
金
交
付
者
な
ど

を
決
定

▽
応
募
方
法　

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
あ
る
申
請
用
紙
に
、
必
要
事

項
を
記
入
の
上
、
コ
ウ
ノ
ト
リ

共
生
課
ま
で
持
参
ま
た
は
郵
送

く
だ
さ
い
。

▽
そ
の
他　

ホ
ー
ム
ス
テ
イ
先

や
生
活
用
具
な
ど
に
関
す
る
サ

ポ
ー
ト
も
相
談
に
応
じ
ま
す
。

▽
申
込
期
限　

5
月
17
日（
月
）

《
申
込
み
・
問
合
せ
》
コ
ウ
ノ
ト

リ
共
生
課
☎
21
－
9
0
1
7

コ
ウ
ノ
ト
リ
野
生
復
帰
学
術
研
究
奨
励
補
助

電
気
式
生
ご
み
処
理
機
購
入
費
の
補
助
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市
で
は
、企
業
の
産
業
競
争
力

の
強
化
や
経
営
基
盤
の
強
化
に
取

り
組
む
事
業
を
支
援
す
る
と
と
も

に
、引
き
続
き
、環
境
を
良
く
す
る

事
業
に
よ
り
経
済
効
果
が
生
ま
れ

る「
環
境
経
済
型
事
業
」

を
支
援
す
る
た
め
、補

助
金
を
交
付
し
ま
す
。

▽
補
助
金
の
概
要　
下
表
の
と
お
り

▽
補
助
率　

対
象
経
費
の
2
分
の

1
以
内

▽
事
業
期
限　

平
成
23
年
3
月
31

日（
木
）

▽
申
込
方
法　

経
済
課
ま
た
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
あ
る
申
請
書

類
に
必
要
事
項
を
記
入
の
上
、

経
済
課
に
持
参
く
だ
さ
い
。

▽
審
査
・
決
定　

提
出
書
類
、聞

き
取
り
な
ど
に
よ
り
、6
月
中

に
審
査
し
、決
定
し
ま
す（
た

だ
し
、下
表
②
の
う
ち
補
助
金

額
が
25
万
円
以
下
の
事
業
と
③

は
、先
着
順
に
随
時
申
請
を
受

け
付
け
、補
助
金
交
付
の
可
否

を
決
定
し
ま
す
）。

※
補
助
金
は
、
補
助
事
業
の
完
了

後
に
交
付
し
ま
す
。

▽
申
込
期
限　

5
月
28
日（
金
）

《
申
込
み
・
問
合
せ
》
経
済
課

　

☎
23
－
4
4
8
0

技
術
革
新
等
支
援
補
助
金
を
新
設
し
ま
し
た

対象事業
①新製品、新技術、

新サービスなど
の開発

②商品、サービス、
仕組みなどの開
発・推進

③新製品、新技術、
新サービスなどの
開発のために大
学などと行う共同
研究など

④豊岡市内で新た
に創業または新
規事業の開発

対象経費
・市場等調査費
・設計、加工費
　　　　　 など

・設計、加工費
・設備導入費
・販路開拓経費 など

共同研究、委託研
究のために大学な
どに支払う額

・市場等調査費
・設備導入費
・販路開拓経費 など

補助金額 30万円〜300万円 〜300万円 〜50万円 〜300万円

対象者 市内に事務所を置く中小企業者、団体（④は、市に住民票を有し、新たに中小企
業者として創業する方を含む）※

※「
中
小
企
業
者
」は
、中
小
企
業
基

本
法
に
定
め
る
中
小
企
業
者
で
、

個
人
を
含
む
。市
税
の
滞
納
者
、

暴
力
団
関
係
者
な
ど
は
対
象
外
。

平成22年度 豊岡市中小企業融資制度
　市では、経済情勢が依然厳しい中、市内中小企業の経営支援となる中小企業融
資制度の充実を図ります。

《問合せ》経済課商工係☎23-4480

◇対象　次のいずれかに該当し、市税を滞納していない中小企業者または組合など
　①市内に１年以上事業所を有し、同一事業を引き続き１年以上営んでいる方
　②市内に１年以上居住し、市内に主たる事業所を有する方
　③市内に１年以上居住し、市内に主たる事業所を開設しようとする方
◇融資条件

短期融資 長期融資

融資限度額 １企業2,000万円

融資利率 年　1.5% 年　1.9% 年　2.1%

融資期間 １年以内
１年超〜５年以内
（１年据置可）

５年超〜10年以内
（１年据置可）

融資方法 取扱金融機関の定めるところによります。

信用保証
　取扱金融機関が必要と認めるときは、兵庫県信用保証協会の保証を付けます。保証期
間は10年以内、保証条件は保証協会の定めるところにより、保証料は、借受人の負担とし
ます。

担保
　無担保とします。ただし、取扱金融機関または兵庫県信用保証協会が必要と認めると
きは、担保を徴することができます。

保証人 　取扱金融機関が必要と認めるときは、市内に居住する連帯保証人を1人以上必要とします。

取扱金融機関
および申込先

但馬銀行、みなと銀行、山陰合同銀行、但馬信用金庫、たじま農業協同組合、
兵庫県信用組合

申込必要書類
①融資申込書　②市税に滞納がない旨の証明書
③住民票（申請者および連帯保証人※申請者が法人の場合は、登記事項証明書）

申込期限 　平成23年３月31日（木）


